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Abstract

In this paper, we will study on the effects of the organizational hierarchy and motivational structure

on the performance of the丘rm. The separation between ownership and control of the点rm will make

a room for managers and employees to have a variety of goals and motivations… SO, Maximization of

profit has not been a dominant goal for them. The extension of the scale of the丘rm, at the same time,

will give rise to the scale economy and the market power to the丘rm. With the extension, the tendency

of the diversi丘cation of goals and motivation will be strengthen. It will make the丘rm more inefficient,

and the importance of the ICT will be heightened to cope with those kinds of inefficiency. What kind

of combination between information processing process and authority distribution of decision-making

will be needed today? It is the main aspect of this paper.

1.はじめに

本論文では、企業組織の階層構造が企業行動にいかなる影響を及ぼしているかについて検討して

いるo　まずは、現代においては企業の所有構造が不特定多数の株主によって保有されている形態が

支配的であるが、そのことが古典的な所有者支配の企業に比較して企業目標に与える影響を確認す

るOその結果、企業EI標は利潤極大化以外の多様な要素を包含するようになったと請えるCそれに

よって、従業員も階層構造の中での立場に従って、動機が多様化する余地が生じたと請えるo

一方で、企業規模の拡大とともに、規模の経済性が生じるとともに、 rff場支配力が高まり独占の

厚生損失をもたらす側面も無視できなくなっている。そして、規模の拡大は同時に企業経営者の目

的関数を多様にし、従業員の動機も多様にせしめている,フ　この状況において、企業の階層構造の持
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つ、本来の情報の伝達の役割、意思決定権限の分配の役割等が有効に樺能するか否かは極めて重要

な問題になってきているO　その--1つの切りrlはⅩ非効率であるo

特に、近年のICT分野の技術的な急発展は企業の階層構造の持つ情報処理と意思決定に対して

大きなメリットとデメリットを与えてきている。その最適な情報構造、意思決定の権限の配分構造

はいかにあるべきであろうかoその上、企業の階層構造は、本人代理人関係、あるいはモラルハ

ザード、さらには企業目標の共有を可能としうるチームの構築など、多くの効率に影響を与える課

題が提示されてきているO　本稿はこれらの諸要因がどのような相互関係を持っているかについての

考察であるO残された課題も多くあるが、それらについては別稿に譲りたいO

2.近代株式会社における所有と経営の分離の特徴

近代法人企業がどのような目標のTで経常されるかという問題は、企業行動に関する諸種の仮説

の検討という形で研究がなされてきている。近代の株式会社経営に見られる、非常に特徴的である

所有と経営の分離は、確実に現代企業の多数派の特徴となっている。

企業の行動仮説のうちでも、伝統的仮説として提示されてきた利潤極大化仮説の非現実性が問わ

れ、諸種の修正または別の仮説が打ち立てられてきた背景には、現実において所有者支配の企業と

経営者支配の企業が並存し、かつ後者のほうが優勢であるという認識がある。

ここでは、所有と経営の分離が企業の経済性に多大の影響を及ぼすことを確認したい。その効率

変化はライベンシュタイン(LeibensteinH…)が示唆した如く「Ⅹ効率1)」として言及した要素であ

り得ることについては、シェルトン(Shelton.J.R)のレストランを本社からの派遣社員が経営す

る場合とフランチャイズ制をとり企業の所有権はその企業の経営者に所属したままの企業経営の比

較による考察から、もっとも基本的な、所有経営者が本社派遣経営者よりも企業の経済成果が高い

ことを発見している研究からも、その重要性と影響の大きさが推察される21。

はじめに、所有と経営の分離の状況の把握が分析の前提となるO　アメリカにおいて認識が明確化

されたのは、パーリー(Berle,A.A.)とミーンズ(Means,G,C.)による著書『近代株式会社と私

有財産』が世に出現してからであったといっても過言ではない。しかし、それ以前にも、所有と経

営の分離の傾向への論及がなされていたO例えば、ヴェブレン(Veblen,T.)もその一人であるO

彼はアメリカ資本主義の成熟過程における文化的発展という視角の下に、資本主義の体系的分析を

試みており、 1904年の『企業の理論』における企業資本の分析において、所有と軽骨の分離を企

業発展の特質としてあげているO 「そして産業設備の管理は、その産業設備の効率的な運営に対し

て、間接的な利害関係を持つだけの人の手中に集中する強い傾向がある3)」O

このような考察を展開して以来、ほぼ30年後に、所有と経営の分離の特質を検討したのが、

バーリーとミ-ンズであった。彼らの研究は、 1930年1月1日現在の200社の非銀行業会社につ

いてなされているO　これら200社の大企業の支配形態を五つの主要な形態に分類しているo 「五つ
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図表1株式所有と富の所有の関係(1929年) (剛立:%)

会社数 に対す る割 合 宙 に対す る割 合

軽骨 者 支配 4 4 58

法律 的 支配 L'l 蝣!蝣>

少 数持 ち株支 配 23 14

過 半数持 ち株 支配 5 2

個 人所 有 6 4

管 財人 の手 中 にあ る もの 1 極め て少 し

計 100 100

の形態とは、 (1)ほとんど完全な所有権による支配、 (2)過半数特殊支配、 (3)過半数所有権がな

くして、法律的手段方法による支配、 (4)少数持ち株支配、及び(5)経営者支配である4)」。この

ような分類に従って企業を区分するには、人為的に、 80%以上の株式を持つ個人あるいは集団に

より支配されている会社は、個人会社として分類された。公衆の投資権益が20%以上、 50%未満

の会社は多数持ち株者所有として分類された。会社に所有権と支配との間に極めて大きな分雛が見

られる時にのみ法律的支配とした、特に経営者支配の会社には、支配上の議決権株式の5%以上の

ものは一つもなかったQ　産業分類では、 42の鉄道会社、 52の公益企業、及び106の工業会杜に区

分されているO　これらの諸会社の究極的支配形態は図表1のようになっているo

これより明らかになることは、経営者及び法律的支配形態が65%を占め、何らかの形での所有

に基づく支配形態は34%を占めており、前者が優勢であることが明らかである。その内訳に対す

る富への支配力を見ると、所有者支配に基づくものはたった20%に過ぎず、経営者支配がますま

す優勢であることがわかる。

その後、ラーナ- (Ilrner,R.j.)は、バーリーとミーンズとほぼ同じ定義と手順と分頚を用い

て、 1963年現在のアメリカ最大200社の非金融企業に関して、所有と経営の分離に関する実証研

究を行っている510　ラーナ-の研究における分類上の若干の差異は、少数持ち株支配と経営者支配

との区分線にある。バーリーとミーンズの研究では20%の持ち株を基準に、それ以Lかつ50%未

満の場合を少数持ち株支配と分類したが、ラーナ-は10%あるいはそれ以上の議決権株式を、あ

る個人、家族、会社、あるいは実業家集団等が保持している時に、これを少数持ち株支配に分類し

ているOそれは、所有に基づく支配が、バーリーとミーンズの基準よりも少ない株式保持によって

も有効である場合が存在したからであるO　この点のみが両研究の相違点であるOその結果は図表2

のようになる。

これより考察されることは、所有の中でも個人所有企業が完全に消滅し、経営者支配の企業が

84.5%にも上っている。バーリーとミーンズの当時と比較すると、ほぼ2倍に増加していることが

わかるO　また、少数株式保有に基づく支配と禅骨者支配との区分線を20%から10%にし、幅を広
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図表2　模式所有と富の所有の関係の比較(1963年)(単位:%)

会社 数 に対 す る割 合 富 に対 す る割合

経営 者支 配 84 .5 58

法律 的支 配 4 3

少数 持 ち株支 配 9 ll

過半 数持 ち株 支配 2 ▼5 1

個 人所有 0 0

計 10 0 100

げたことを考慮に入れれば、ラーナ-の研究が結果を過大に主張していたとしても、大勢としては

経営者支配の拡大が存在している。ラーナ-は、最後に次のように結んでいる。 「要するに、 1929

年のバーリーとミーンズは、 『経営者革命』が進行しつつあるのを考察していたように思われるO

いまや30年後には、その革命は、少なくとも200社の非金融大企業の範囲内では、ほぼ完了され

ているように思われる6)J。

所有と経営の分離という現象は、現代企業の主要な特徴であり、古典的企業者の存在はほとんど

見られなくなった。もっとも単純な企業行動仮説である利潤極大化行動は、企業行動の根本的原則

ではあるが、もはや細部にまで企業行動を制約する力は持たない行動仮説であるといいうると思わ

れる。さまざまな要因により、実際の効率の達成の程度が最大水準よりも低下する要因を考察した

ものこそⅩ効率の分析であることを考えると、 X効率分析は、現代において必然的に出現せざるを

得なかった仮説であると言える。

そこで、現代大法人企業が持つと思われる多様な目標がどの程度企業行動の経済成果の分析に

よって論証されるかについて詳細に跡付ける。

3…　経営者目標と企業成果との関連性

所有と経営の分離をその特質とする大法人企業に関する研究として、ガルブレイス(Galbraith,J.

K)の新産業国家論があるO　これは、バーリーとミーンズの研究成果の基盤を受け継ぎ、さらに大

企業の経営陣をテクノストラクチュア(technostructure)に依存するという仮設を提示したO企業

の管理階層を一つの組織的集合としてとらえたと言える。彼は次のように指摘するO

「企業の指導力としては、企業家に代わって経営陣が存在するようになったのだC　これは集団的

で、不完全にしか定義できない存在である。大法人企業では、それは会長や社長のほか、重要なス

タッフをもつなり部局を担当している副社長連、その他の重要なスタッフの地位を占めている人々、

さらに恐らくは以上に含まれていない部局の長を包括している。 -企業を指導する知性、即ち企業

の頭脳をなすのは、この広い範囲の集団であって、経営陣に含まれた小集団ではないO集団による
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デシジョン・メ-キングに参加するすべての人々、あるいは、今までのところ名称が存在していな

いので、私はこの組織を『テクノストラクチュア』と呼ぶことを提案する7)J。

ここでは、企業は集団的支配に依存し、射・tJ的目標とでも呼ぶものを企業行動目標として是認す

ることになるO　企業経営内部では対立や不一致もありうるが、そのために、企業El標に統合する手

段として、強制、金銭的報酬、共鳴、適合の4つの誘内を提供することにより達成可能であるとみ

b*-

さて、このようなテクノストラクチュアによる企業目標はどのようなものであろうか。ガルブレ

イスは、次の如く述べる。 「金銭上の収益の極大化ではなく、組織としての諸利益一金銭上の収益

はその一部分でしかない-の全体的な組み介わせを極大化しようとする」のであり、 「最小限収益

の安定性を成長や自分自身のための技術的巧撒きや利潤などと組み合わせて確保することを求め

る」のであると。これは、伝統的仮説である利潤極大化と異なることは明らかであり、また経営の

特質を具現した企業行動目標といえる。

ガルブレイス以前においては、ポーモル(Baumol,W.)の仮説が重要である。彼の売上高極大化

仮説は、売上高の増減に伴う信用境の変化、雇用量の変化、及び経営者の社会的地位の誇示等の問

題と密接に結びついており、現代の経営の特質を明確に示唆しているo　この仮説の現実における妥

当性が詳細に実証的に検討されてきている910

そのひとつに、マクガイア(McGuire,J…W.)チュ- (Chitj,J.S.Y.) …エルビング(Elbing,A.

0.)の研究がある101彼らは、 1953-1959年の7年間のアメリカの最大100杜のうちの45社につ

いて、経営陣の所得と売上高あるいは利潤との間の相関につき統計的研究を行ったO　その結果、売

上高と経営陣の報酬との関係は多くの場合に相関が有意に確認されたO他方、利潤と経営陣の報酬

の相関は有意ではなかった。その具体的因果関係については、所得から売上高というより、むしろ

売上高から所得へという方向である。以上のことから、経営者の目標は売上高やその成長率等に深

く関連を持っていることが示唆される。

さらに、 E]標の相違がどのように企業の経済的効率に影轡を及ぼすかに関して、マンゼン

(Monsen,R.J.)、チュ-、クーリー(Cooley,D.E.)の実証研究がある川。彼らは、企業を所有者

支配企業と経営者支配企業とに区分して比較検討している。支配形態の分類基準は、所有者支配に

関しては、議決権株式の10%以上を所有している取締役会や経営陣により企業が代表されている

か、あるいは20%以上の議決権株式を所有している集Eflにより支配されていることである。また

経営者の支配に関しては、議決権株式の5%以上の単一のまとまりがなく、最近における所有者支

配の証拠がないことである。この分類基準に基づき、 1963年の販売額で貴大50社中, 12産業各々

につき、所有権支配と経営者支配とを3杜ずつ選び出し、 1952-1963年までの期間をとって比較

している。その結果を要約して示すと図表3の如くなるO

この表より、特に収益率(Nl/NW)に差異があり、明らかに所有に基づく支配企業のほうが高

率を上げていることがわかる。すなわち純資産に対する純所得の割合は、 12年間の平均において、
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図表3　所有支配と経営支配の経済指標の比較　　　　(単L、if. : %)

N l, N W S / T A N I /T A N I S L T D

所 有 支 配 1 2 .8 1 8 0 …1 7 …6 5 5 .S O 1 5 .5

経 営 支 配 7▼3 1 5 9 ▼3 6 .0 9 5 .2 9 1 6 .3

ただし、各値は、 12年間、 36杜の平均偶であるO各記号の意味は次のとおりであるo

Nl-純所得、 NW=純資産、 S-売上高、 TA=総資産、 LTD-負位率

所有支配企業の方が経営支配の企業より75%も高く、よりすぐれた資本管理と資源の効率的配分

とを示唆しているO　この研究により、ライベンシュタインの指摘した如く、主に経営陣の持つ動機

の及ぼす効率への効果が大きいことが示唆される。

しかし、現実には、経営者の報酬が企業の利潤より売上高に依存するため、経営者は、利潤より

も売上高の極大化を目指すということが明らかになり、ポーモル仮説は支持されている。また、マ

ンゼンとダウンズ(Downs,A.)は経営陣はその生涯所得を極大化するとの仮説を提示し、やはり

利潤極大化を目指さない現代企業の特質を明らかにしている12)

それでは、経営者支配の企業が利潤極大化行動に近い行動をとる要因はないのであろうか。実は、

企業の直面する競争環境の強化が考えられるO　ライベンシュタイン等も述べているが、単位費用を

低下せしめ、非効率的企業の産業からの強制退去を促進する効果を持つO　もし何らかの形で、髄争

強化の条件が与えられれば、この種官署の目標の変化も余儀なくされるであろうoそれは、市場構

造とも深い関連を持つといえるo

さらに、現実には経済変動があり、企業に対して大きな影響を与えているO好景気には、効用の

最大化を目指しても、不R・気には利潤の極大化を指向することが、企業行動のルールとして適切で

あることは、ウイリアムソン(Williamson,O.E.)により検討されているD　そして、 Ⅹ非効率も、

それに応じて増減するであろうことは明らかである。かくして、所有と経営の分雛が資本主義経済

の趨勢であるならば、そのEl棟指向の相違から生ずる非効率の除去のためには、株主の影響力を強

化するか、麓争の程度を強化するか、あるいは、親織階層の管理活動を強化するか、さらには労働

意欲を増進させる何らかの手段が必要となろう。

次には、企業規模の拡大に伴う規模の経済性とⅩ非効率の関係、そして、さらには経営者の裁

量的行動との関係を検討する。

4.企業規模の拡大とⅩ非効率のトレード・オフ

企業が規模を拡大して成長するプロセスには、企業の内部的拡張を持続的に達成していく方法と

外部的拡張、すなわち企業合併を達成することによって成長する道がある。企業の内部的成長と達

成については、マリス(Marris,R)が企業成長モデルを検討し、そこでは、経営者の効用の諸種
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の源泉が企東の規模に帰着されうるとみているo　さらに、企業がその構成只のために効用を生み出

す機構とみなせば、トップ経営陣の効用関数の要素には入っている諸種の商品(俸給、権力、地

位)を結合生産物として企業活動を行うと考える。それゆえ、親棟の拡大が目標となる。しかし、

成長による経営者の地位の保障を脅かすことは好まないコそこに、成長と安全のトレード.オフ・

モデルが提示されている131

これに対して、ウイリアムソンでは、企業の外部的成長、すなわち合併による即時的な規模の経

済性の獲得による効率の増大と、それに伴う長期的な市場のシェアの増大による市場支配力が企業

の独占的地位を強化せしめる結果、マーシャリアンの独占の厚生損失をもたらすという副次効果が

生じるために、外部的成長の有効性には蝉生上の問題があるという視点から、経済蝉生のトレー

ド…オフ・モデルが提示されている14)ここではウイリアムソンのトレード・オフ・モデルに焦点

を当て、企業規模の拡大が持つ厚生上の利得と損失を比較検討する。

まず基本モデルを見ようO図表4の如く、初期価格=平均費用水準は、 P^AC,である。合併後

の価格=P2、合併後の平均費用水準-AC,、であるD A.は厚生損失、 A2は規模の利益による費用節

約である。トレード…オフ関係はA.とA2の閥に生ずるCその大小関係は、どちらが大きいことも

ありうるが、厚生上の純利得が残る場合を考えると、次式となるo

〔△(AC)〕Q2-0.5 ・ (AP) (AQ) >0

この式をp.Qiで割り、需要の価格弾力性Qを代入すると次式になる。

△(AO/AC-0.5-?蝣ォVQ2　△P/P^X)

図表4　経済厚生のトレードオフ

＼ ＼

/
A2=於用節約

く　　　Q2　　　Qi

蜘好: Williamson (1968a), p.21.

(1)

(2)
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この式より、価格上昇に伴う厚生損失を上回る規模の利益が存在する場合の、 UとAP/P,との間

の関係が明らかとなる。需要の価格弾力性が大きければ大きいほど、許容しうる価格上昇率が大き

くなればなるほどそれによる厚生損失を相殺する費用下落率は大きくなければならない。それ故に、

規模の経済性が大きく、費用下落率が大きければ大きいほど、かなりの価格上昇率であっても、そ

の厚生損失は相殺されることになる。

ウイリアムソンの基本モデルは以上のようなものであるが、このモデルの多くの制約条件を検討

している。その中で、特に市場支配力、時間調整、及び独占力の軽骨者裁量への効果に関して、こ

こでそれらについて詳細に言及する。これらは、 Ⅹ効率との関連を考察するのに重要な視点を提供

しているからである。

まず、すでに市場支配力が存在している時に、合併による効果の分析のために、部分均衡のIti生

関数を使っている。即ち、 W-(TR+S)-(TC-R)、ただし、 TR-総収入、 S-消費者余剰、 TC=

総費用、 R=限界的地代、 TR-TOtt、ただし、 Zr-利潤、 R-0、 W=7T+S、とすると、厚生変化

は、 AW-方蝣2-^1)+{S,-Sl)、として表示できる。

このとき、 k-p,/AC.として既存の市場支配力パラメーターとする。この条件を先のトレード・

オフ…モデルに代入するo

A(AC)a- 〔0,5 … AP+ (k-1)AC,〕AQ (3)

これを(2)式と同様に変形すれば次式となる。

△(AC)/AC-〔0.5・k蝣(AP/P,)+ <k-1)〕 I (AP/P,)蝣(Q,/Q2)

o;

この式が、すでに市場支配力が存在しているときの惇生評価の式である=　これから前式と同様に

分析できるが、さらに、 kの大小によりに細分される。ウイリアムソンは、 k=1.05、 k=1.10、の

2つの場合について分析しているO経済厚生がプラスであるためには、 kが大きいほど費用下落率

は人きくなければならない。即ち、 kが大きいほど、所与の需要の弾力性の下で、費用下落率が大

きいほど、許容される価格上昇率は大きくなる。

本論文では、ウイリアムソンの提示した(2)式を活用して、資用下落率と価格上昇率さらには、

価格弾力性と生産量削減率の関係について考察を展開したい。これによって、規模の経済性とⅩ

非効率の位買付けも明らかとなるからであるo

まず、 (2)式が厚生評価の式なので、この式がゼロとなるときを基準として検討する。それが意

味するのは経済厚生上の収支均衡条件に関するある意味では比較静学に通じるからである。議論の

単純化のために、企業が規模の経済性を合併によって達成すると仮定する(2)式において、卜'記

のごとく変数を仮定する。



1企業の組織階開削と動微構造の考察

費用の削減率: A(AC)/AC=x

価格上昇率: AP/P,-y

生産蛍減少率: Q,/Q2-z

これらの変数を(2)式に代入し、ゼロとおくと以下のごとくなる。

x-0.5…q・Z…r=o

(5)

(6)

(7)

(8)

この式は4変数の式であるが、各変数を所Ej・と仮定することによって極めて重要な特徴を導けけ

ることができるO

まず代表的な場合として、需要の価格弾力性、甲-1と仮定する。それは需要曲線を価格と数量

の問に反比例の関係が存在していると想定することになるO　そのトで、さらに、 Zの逆数となる事

後的生産量と初期の生産量の比率Qa/Q^Oふ　と想定するDこれは規模の掛斉性が大きく、独占

的な利潤最大化均衡を実現しようとしたときに、初期の生産量の半分の生産黄に均衡生産量の水準

が減少したことを意味するO　しかしながら、規模の経済性が大きく、費用の削減効果が大きく達成

されたために、マーシャTJアンの独占の厚生損失を十分に補填できるために全体的な経済厚生は事

前と事後では不変であることを意味する。

それらの甲とZの条件を代入すると、 (2)式は次の式となるO

x-y--O、あるいは、 y-vx (9)

これをグラフにするとm表5となるO

この図において、曲線y上の点は、規模の経済性による費用下落率Xに対して、事前と事後の

経済障生が不変(dW-O)となるような許容できる最大の価格上昇率yを対応させた曲線である0

たとえば、 4%の費用の低下があれば、その平方根の2%までの価格上昇率は経消構成の増人に

よって吸収できることを/J<している。さらに、 16%の費用低下があれば、価格の4%の上昇まで

吸収できるということである。曲線の下方はdW>0、 L方はdWく0である。

さらに(8)式をyに関する陽関数に戻して検討する。

y-/(2x)/(ヮ・ Z) (10)

(10)式においては、需要の価格弾力性が大きいほど、たとえば、 2倍になれば、 I ・走の下では

yは減少することがわかる。逆に弾力性が1未満になれば、 yはし昇しうることがわかるOそれは、

図表5のy曲線が弾力性の1より大きいときには、才iにシフトし、より小さいときには左にシフト

することがわかる

9
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国表5　費用削減率と価格上昇率

0

さらに、 (8)式をZに関する陽関数にして検討するo

z=2x/(甲　y2) IB

この式から、 Ⅹ、甲、 yが与えられたときに、その帰結として、生産量の削減率が決定されること

がわかるO規模の経済性によるⅩが達成された場合を所与とすれば、 Zは、需要の価格弾力性Uと

価格上昇率の2乗、すなわちy2との積と反比例することがわかるo

さらに、次に、独占企業ではないが、すでに市場支配力が存在している基本モデルは(4)式で示

されているが、それを簡略化して示し、ゼロとおくと次式となる。

Ⅹ-〔0.5…k-y+(k-1)〕・甲・y…Z-0 (12)

ここで、市場支配力k-P!/AClより(k-1)は独占度と見ることができるo kを初期条件とすれば、

k-1のときには(8)式に帰着する。独占度が1以上と想定すれば、 kが大きいほどカッコ内は大き

くなり、その結果、規模の経済性の達成による費用削減効果であるⅩがより大きくなることによっ

て、等号がバランスすることができるGすなわち、脊済厚生の水準を維持するためには、当初の独

占皮が大きいほど、合併後に、より大きな費用削減効果が必要とされることが推察される。

次にウイリアムソンの検討項目の時間調整について確認する。同じ規模の経済性が実現されると

しても合併による即時的実現と比較するならば、内部的拡張は実現するまでの機会費用が考えられ

ねばならない。そこで、合併による利得と、内部的拡張による利得、及び損失のトレード…オフが

考察されることになるO

ウイリアムソンの分析に従えば、規模の経済性による費用節約分AjSCt)と厚生損失A,L(t)とが、

合併により同時に生じる。その割り引かれた現在価値は次式のようになる。

10
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V= IT〔S(t) -Ut)〕e"rtdt (13)

他方、内部的拡張によれば、同様な規模の経済性が実現される上に、厚生の損失がもっと少なく

なる可能性が強いO需要が拡大している産業では.時間の経過に伴って平均費用は減少していくの

で、実現された規模の経済性の利得は次第に減少していくo合併であれば、その市場支配力の故に、

厚生の損失が存続するoそれゆえ、 (13)式のかソコ内は、貴終的には負となるO　内部的拡張の達成

が期間T'を必要とすると、 T′の期間内においては、合併による純利得が(13)式によって計算され

るo Lかし、内部的拡張の達成後には、合併による拡張に比較して、内部的拡張が明らかに障生利

得が大きいと考えられる。その程度は、内部的拡張達成後の市場支配力に依存する。

今、合併による独占的な価格をP2、内部的拡張達成後の価格をP。とし、市場支配力比率、 a-

(P2-P3)/(P,-AC,)を考える　a=0の時にはp-pとなり、合併と内部的拡張は同じ市場支配力

を持つことになる　a=lの時にはii Av-。であり、価格支配力が内部的拡張時には全く存在しな

いことを示すo a75号0以上1以下の範囲に場合には、それぞれに応じて市場支配力を持つと考えら

れる。ウイリアムソンはそれを図表6の如く示しているコ内部的拡張達成後の価格水準がP3であ

るとすると、合併の厚生損失は、下図の斜線部の如くなる。この損失と先の利得とを考慮に入れて、

その純利得が0となる期間を求めT'とするC　それが(14)式となるO

vcn- /訂(S-L)e-ndt- /.地^ ^-0 (14)

この式の意味はT'期までの合併による拡張の利得と、 T′期以降の内部的拡張の利得が無差別で

図表6　合併の厚生損失

」-l- /

O

Q,　Q3　Q,

山所: Williamson (1968b). p.…1374.
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あることを示す。 γはS/L、及びaが共に所与のとき、初期の価格上昇率と需要の弾力性の値が明

らかになれば特定解を得られるo需要の価格弾力性を1とし、合併による価格上昇率を10%とす

れば、 S/Lが小さければ小さいほど、そしてaが大きければ大きいほど、 T′は大きくなる。つまり、

規模の経済性と価格支配力に関連した純利得が小さければ小さいほど、そして内部的拡張後の価格

水準が低ければ低いほど、内部的拡張のために許容されるその必要達成期間が長くなってもよいと

いうことである。

内部的拡張後の価格水準の決定は、その企業の価格支配力すなわち、財に対する消費者の凝着性

と競争企業の価格.数量政策によって影響されるであろう。とくに、独占的要素の存在と、市場構

造及び費用条件の効果を考察するには有用なモデルを提供していると考えられる。もし逆に市場の

現状維持を前提としたときには、幾つかの点で修正されねばならない。まず、合併は直接的に利得

を得るが、内部的拡張は資本の懐妊期間があり、過剰設備をもたらす危険性が大きく、もしあえて

実行するとすれば、宣伝費等の増加によって新需要の開拓か、他企業の顧客を獲得せねばならない。

この宣伝費の最適支出という新しい課題を負うことになるO　これは、独占的政争の分析には欠くこ

とのできない課題であり、その経済厚生の分析には重要であると思われる。

さて、時間調整に関するウイリアムソンのモデルに関して、ロス(Ross,R)が若干の修正を加

えている15)即ち、合併が成立したときに考えられる厚生の損失をウイリアムソンは過小に考えて

いるというものであるO彼は、数において、ウイl)アムソンによる厚生の損失は△ABAC,であっ

たが、図表7において、これはAADFとされるべきであると述べている。なぜならば、内部的拡

張が親争状態を悪化せしめないとするならば、その溌争市場においては価格は費用水準AC2に等

図表7　規模の経済と独占損失

Q*　　　　Q i Q.i写

出所: Williamson (1968a). p.21.図の中に文字を筆者が追加しているQ
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しくなるであろうから、ここに市場が拡張しているときに競争が維持されるので、価格はAC2の

水準にまで低下すると考えられるDそれゆえ、合併による卑生の損失はAADFとされるべきであ

るというのであるOそれゆえ、厚生損失は増大されねばならないO　また同じく、ローリー

(Rowley,C.K.)も同じく、彼の反トラストの問題を考察する式において、この部分を提案してい

るo　これは次式となる16Io

V= I言〔S(t)-Ut)-LKt)〕e ndt、ただし、

S(t) =P,BDC、 L(t) =△ABAC,、 Ll(t) -BDDFACl　(15)

ウイリアムソンのトレード…オフ・モデルの修正として最後に指摘されている独占力の経営者裁

束に対する効果、及び規模の経済性とⅩ非効率が同時に存在する場合も次節で考察することとす

る。

5.企業規模拡大による市場支配力と経営者裁量

企業がその規模を拡大することによって獲得しうる市場支配力の程度が、その企業の経営者にど

のような効果を与えるかという問題、及び規模の経済性とⅩ非効率とが同時に存在する状態にお

ける経済厚生の程度について検討するO

市場支配力は自己に有利な価格数童政策を実行するために必要なものであるが、その程度が大き

ければ大きいほど、当該企業のその産業内における地位(立場)を安定的たらしめるであろう。す

なわち梓営者の自由裁束の余地が増大し、企業目標も多様性を帯びてくるOつまり、市場支配力の

増大は企業に利潤以外の多用な目標を追求する機会を提供するO

このことに関して、ウイリアムソンは,質的には、行動主我的命題が安当するoすなわち、生産

物市場での生存競争が強制力を持っていない状態では、企業の資源は、裁最的機会について見識が

あり、有力な地位の、また独断的な企業の構成員によって、法人企業の消費活動の部分に吸収され

てしまうQ他方、量的にはその重要性は顕著な証拠がT・分に大きいかどうかの判断に依存すると述

べているO

ここでウイリアムソンにより言及されたものは、ライベンシュタインにより明確にされたⅩ非

効率の内容に近い.つまり、淡争圧力の低下が企業に対して費用増大を生ぜしめ、他方競争圧力が

強い場合には、スラック的(たるみなどのような)支出は急激に減少するということであるO

このスラック費用を導入した割り引かれた純利益の現在価値(V)は、合併が行われた時には、

規模の経済性による費用の節約、市場支配力に伴う厚生の社会的損失及び経営者の裁量的行動にお

けるスラック的な費用の増大の加算によって得られるO　それを次式とする。

V- /吉〔S(t) -L(t) -Ls(t)〕e"rtdt (16)

13
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図表8　市場支配力と規模の経済と独占損失

出所: Williamson (1968), p.21の園を参考に作成

ただし、 Ls(t)はスラック的費用の増大による厚生損失であり、すべての時を通じて一定である。

しかし、産業の需要曲線が右方へシフトし、市場支配力が低下し、競争圧力が強化されるならば減

少するであろう。ロウリーも、混横の経済性とⅩ非効率を導入して、十分な費用…便益分析をす

るには、 Ⅹ非効率に関するタイムプロフィルを考慮することが必要であろうと述べている1710

ここで、規模の増大に伴う市場支配力の増大と、スラック的な費用増大を主要部分とするⅩ非

効率の存在を図示すると図表8の如くなるo

P,-AC,の水準は戟争産業の状態である　AC,は規模の経済性に伴う費用水準の低下したことを

示すC価格p。は湿横の経済性が存在し、市場支配力が生起した結果の均衡価格水準を示すO今、

スラック的費用の増大に伴って費用水準が上昇したとする。その時にもし、スラック的費用に伴う

Ⅹ非効率が規模の経萌性を凌究したとすると、費用水準はAC3になり、平均費用水準がどの水準に

定まるかは、 S(t) -Ls(t)の大きさに依存するO

一方、内部的拡張によって規模の経済性を達成したときには、市場の拡張に対応した企業の拡張

であり、競争圧力はほほ同様な状態であると考えられるO　ここで、経営者の裁量的行動に伴うⅩ

非効率を導入して、前節で見た合併と内部的拡張の無差別であることを示す期間Tを考察する条

件式を次式の如く修正しておこう。

V(T') - l冨〔S(t) -L(t) -L,(t) -Ls(t)〕e""dt- /T"A3e"rtdt-0

(17)

これはウイリアムソンが示した合併と内部的拡張が無差別であることを示す式にロスの提示した

14
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競争重視の立場にたっての蝉生の社会的損失、及び経営者裁量のスラック効果による損失も導入し

ている。規模の経済性による費用節約S(t)は時間と共に減少し、規模の経済性と合併による厚生

の社会的損失〔LCO+Mt)〕の中のL(t)は常に一定であり、 L,(t)は時間と共に減少する。経営者の

裁量的行動によるⅩ非効率のLs(t)は、焼争圧力が弱まるほど増大し、逆に強まれば減少する。当

然、企業の成長率、市場の成長率、及びマーケットシェア等に依存するo A3は内部的拡張が達成

された時点での合併の厚生損失である。

Ls t)を導入したために、この式が成rLするには、前項のカッコ内にあるS(t)がかなり大きい必

要があるOまた、 S(t)、 Ls(t)、 L(t)、 ら(t)が所与の場合には、 Ls(t)を導入したことによりT'はか

なり大きくなければならない。すなわちTの期間を通じて前項が正の値を持たねばならない。か

くして前節での議論よりも多少、内部的拡張のほうが優れているという諸条件が強化されたと推察

される。

さて、ここまでの議論には暗黙に前提されていることがあるCそれを確認する。 (1)市場支配力

の増大は、経営者裁量の余地を増大する(2)経営者裁量的スラックはⅩ非効率の1要素であるO

(3)規模の拡大に伴っての組織の階層性に由来する損失はまだ無視されている(4)景気変動の企業

への影響は明確化されなかったo　これらの中で、 (1)と(2)はⅩ非効率の要因の中でも経営者に関

するものと考えられるO　この効果が一般労働者レベルに波及するのは、部下は上司を見習うのが一

般的態度であるとすれば当然である。つまり全企業構成員に対しても、規律の緩み等の形をとって

非効率が増大すると見られるが、考慮されてこなかった(3)の組織の階層性に由来する損失は、

統制上の損失として、企業規模が大規模になるほど大きくなるo Lかし、これも考慮されてこな

かった。 (4)の景気変動の効果は、例えば好景気の時には企業は効用極大化を指向し、不景気のと

きには利潤極大化を指向するという効果であり、競争圧力との関係は是非とも明らかにされる必要

がある。

本節ではとくに経営者の裁堂的行動の効果について論じてきたが、企業内部の目標志向の変化と

外部的な環境条件の対応関係を明らかにしつつ、 Ⅹ効率と経営者裁蛍との関連をより鮮明にしてお

こうQ

ウイリアムソンは、経営者の裁量的行動の動態的側面として考察し、効用を最大化する行動と利

潤を最大化する行動という正反対の「症候群的行動」とでも呼びうる複合組織一般に見られる特徴

として位置付けている18)

結論的には、企業の最適化行動は、良好な環境の下では経営者的態皮(効用最大化行動)をとり、

逆境においては利潤最大化をとることであり、企業が外部環境の変化に応じて、企業目標の内容を

変化せしめることが貴通化行動になるとみるo

この両局面における効率の変化はⅩ効率の変化に対応すると考えられる。ライベンシュタイン

においては、蚊争圧力の変化によっては企業に存在する意識的あるいは劫機上の誘因に作用を及ぼ

すある種の費用削減努力の水準が変化することになる0
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ライベンシュタインは、親争状態の変化に応じて企業の目標関数が変化するということにはとく

に言及していないが、企業の効率の変化が競争圧力により決まるとすれば、非明示的に企業の目標

関数が変化することを前提としていると推察される。あるいは、目標関数をある一定の希求水準を

与える関数とみなせば、その水準を達成するための必要な努力が投入されなくなったと言える。そ

れは希求水準以下の努力水準で「よし」としてしまうことであり、企業の目榛水準が低下すると言

うことも可能である。目棟関数に含まれる書榛水準はその企業の直面する親争圧力の関数であると

考えていることになる。

ここまでの考察ではまだ企業の規模の拡大に伴う企業組織そのものがもたらす統制上の損失を考

慮していないO次節ではこの点に焦点を当てる。

6.企業の組織階層別と動機の階層構造

企業内部の紅織の階層性と動樺の多様性に由来するⅩ非効率の増大効果について考察するO組

織といっても所詮は人間により構成されており、組織の機能も人間によって果たされる以上、はじ

めに人間はどのような動機を自身のうちに内包しているかを見ておく必要がある。

人間の意識に明確に現れると否とにかかわらず、人間はその置かれた環境条件に応じて表出する

さまざまな欲求を本性として持っていると考えられるO　これらの欲求には、時々に応じて優先順位

があり、また相互に深く関連を持っていると思われるoそこで、マズロー(Maslow,A.H.)は、

人間の持つ基本的欲求についてその階層構造の仮説を提供している。マズローは、人間の基本的欲

求には、次の5つの目標があると述べている191それらは、生理的欲求、安全の欲求、社会的欲求、

評価の欲求、自己実現の欲求である。これ以外にも、知的欲求等があげられているが、同時に生じ

ていると考えられるO彼は,先の5つの欲求をこの順序で、低次からより高次への欲求の階層性と

いう仮説を立て、その相互関係を論及する。欲求は満たされていないときには、その個人の動機を

形成するが、満足されてしまうと人間を行動へと導く動機とはなり得ず、今まで意識されていな

かったより高次の欲求が新たに主要な動機を形成する。一時的には単日の欲求が支配的となるが、

多くの人間においては、すべての欲求が部分的に満足され、部分的には満足されていないという状

況にありうる。個人間においては、欲求の順序の逆転、満足の程度などは多用であるOかくして彼

は、 「人間は絶え間なく欲する動物である」、と述べるのであるO

さて、 5つの基本的欲求を企業の従業員に充てて解釈してみる。即ち、一番目の生理的欲求とは、

生命維持のための生理的必要条件を意味していたが、現代においては、衣食住の3つの条件の確保

のためには、所得が必要であり、所得獲得の基本的誘因とみなすことができる。失業回避行動の動

機といえる。

この欲求が滞足された時には、 2番目の欲求が強く意識されて主要な欲求となる。この安全に対

する欲求は、危険を回避したいということであり、安定的な雇用の欲求といえる。日本的雇用のメ

16



ロ企業の組織階同制と動機構造の考察

リットもここにあると推察される。

この安全の欲求が満たされると、 3番目の社会的欲求が主要な立場を得る。これは、愛の表現の

場として、友、秦、子供などを求め、職場では、同僚や先輩や後輩との人間的交流、すなわち相互

信原に基づいた職場を求める誘因とみなされる。日本的経営の家族主義的経営の特徴はこれにこた

えるものと推察される。

4番Elの評価の欲求は、自身を尊重し、他者に重視されるという確聞とした高い評価を望むもの

である。これは、個人の名声、地位、名誉等と深く結びついていると考えられる。この評価の欲求

こそ、より高い次元に人間の行動目標を設定せしめる誘因であろうO　先の社会的欲求は、主要なも

のとしては、家庭…友人関係における円満な生活の願望として考えられるが、時には会社における

地位の昇進を目指し、両者が対立することもありうるJすなわち、前者はマイホーム主義であり、

後者は会社人間である。

蔵後の5番目の自己実現の欲求は、穀高次の欲求である0　人は究極的にはこの欲求の実現を目指

して行動すると考えられる。それは、人間の究極的存在意味を問うものでもあると考えてもよく、

すべての欲求の根底に息づく欲求といえるかもしれない。それは、 「完全なる創造性の獲得」と考

えられる。筆者は、自己実現の欲求は、すべての欲求の根底に息づいている最高次欲求でもあると

f -". -蝣

これに対して具体的組織階層制の中での機能と人間の動機との関係を論及するO大企業の階層別

と各層の人々の動機については、マンゼン(Monsen,R.J.)とダウンズ(Downs,A.)の研究があ

り、それを基盤にして考えていくことにする2010管理者は、トップ-ミドル-ロワーの3闇に区分

され、その下に非管理労働者を位置させて、企業の階層制を考察している。本節での考察の主要観

,榊ま、階層の相違により動機が異なり、その多様性が企業成果に影響を及ぼすとの点であるので、

各層の各動機の相違をはじめに明らかにし、次にその相互作用と成果への影響を考察するO

トyプ管理者の動機は、生涯所得の磁大化と考えられている。具体的手段としては、株価の恒常

的上昇を通じて、株主・公衆に対する立場を強化し、自身の収入の増大をも追求する。社会と企業

との接点の立場の調整が重要になるであろうO

ミドル管理者の動機は、より高い地位につき、所得を増大することであるC　そのためには、上司

によい印象を与え、部Fとうまくやっていくことが必要であるO危険回避傾向を強く持ち、労働組

合などには大きく譲歩する傾向を持ち、利潤の減少を結果としてもたらすことになる。

ロワー管理者の動棟は、達成ロT能な下級官吏レベルでの最高の地位への昇進を目指し、現状を維

持することであるo現実には、もっとも高次の危険回避者であり、現状維持と失敗をしないことを

重視し、結果として低創造性.低革新性等を特徴とすることになる。

非管理労働者の動機は、時間給であるO　企業の構成要素というよりも、企業に雇用された生産要

素である。

以上のごとき動樺、及び組織階層を持った企業は、どのような企業行動へと導かれ、そして、そ
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の成果はいかなるものであろうかD

前に考察したように、所有支配の企業と軽骨支配の企業では、明らかにトップ管理者における動

機が異なっていた。そして、所有支配の企業のほうが、軽骨支配の企業よりも高い収益を示してい

たO　この事実から、経営陣から全構成員に下される指令には、質的相違があることは明らかであるo

つまり、それは、動機の相違に基づく目榛の達成水準の相違が生じていることが推察されるD

トップ経営陣は自己の企業の現実の状況を正確に知ることなくしては、適切な手を打つことは不

可能である。しかるに、中・下層の管理層の動機の中で大きな位置を占める上司への迎合的傾向.

保守的傾向というものは、現状を詳細に報告するというよりも、好都合な情報を選択して報告する

傾向があり、誤解の累積的拡大を生むことになるo　つまり、下位の上達する過程での組織階層に由

来する非効率が生じると推察される。

先の所有支配の企業と経営支配の企業の両者の階層別からの制約は、その企業のトップの目標水

準の相違が、企業内の成員の動機構造にまで反映し、企業の成果に大きな影響を及ぼしており、動

機構造への影響も重要な問題となるo

さて個人の動機構造は、マズローの指摘するがごとくの階層構造を持つと考えると、個人の下位

の欲求を順次満足せしめ、より高次の欲求の水準を達成させる方法、手段を順次実行していけば、

いわゆる最上位の欲求に限りなく接近せしめることも可能なはずである。企業の成員一人一人が、

完全に近い創造性の発揮を目指し行動できるとしたら、それは、高生産性を保証することに通じる

と推察されるo

そこで、生産性について、何が高生産性を決定付けるかとの問題提起の下、労働者のアンケート

調査と生産性の水準との比較をなした研究がある。ゲオルゴボウロス(Georgopoulos,B.S.)、マ

ホ一二一(Mahoney,G.M.)、及びジョンズ(Jones,N.W.)によれば、生産性の水準は促進的な

力と抑制的な力の間の力関係に依存して決まる2110　より詳しく言えば、経路-EI標関係の知覚、必

要の程度、自由さの程度に依存するといえるo対象となったのは、家庭用具の工場労働者であり、

722人の調査対象者のうち、 92%は組合員であり、比較的下位の管理者層も含むと考えられる。そ

こでの生産性の相違の根拠としては、個人の企業目標の受容態度、そして目標一経路関係の認識等

が重要となり、それらの程度の差が影響を及ぼすと考えられるDかくして諸側面における程度の相

違を考察することになる。

この研究によって明らかになった生産性決定要因としては、個人の動機状態が支配的要素となり、

その上で環境と個人との相互作用が問題となるといえるO主体的動機に基づく行動における、促進

的に作用する諸力と抑制的に作用する諸力とを明確にし、その及ぼす効果を明らかにする必要があ

る。そこで、促進的諸力を強化できれば、個人を動機変化に基づいた生産性向上へと導くことがで

きるO　これは、目標意識あるいは動機構造の相違することから生じる非効率改善への道を示すo　そ

の具体的諸手段について、株主の圧力および競争圧力の強化があげられるo　個人と職場環境との相

互作用については、職場の規律や個人の人生観などが大きな意味を持ってくることになる。
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個人の動機は組織階層別に主要な動機に相違がある故に、部分的には差別的政策を行うことが生

産の向上にもつながるが、同時に、個人に上位の動機を意識させる基盤を提供し、動機の階層構造

内の部分集合のすべての欲求を統合した高次の目標の一つとして、利潤最大化、あるいは経営者の

生涯所得の最大化の仮説を提供できれば、まさに、所有と経営の相違に対応した経済成果が期待さ

れることになる。

次には組織階層の拡大、すなわち階層の規模の増大によって統制上の損失が大きくなる。そこに、

企業活動を遂行するには、最適階層規模が存在すると考えられる。この階層モデルの分析を、ウイ

リアムソンに従って論及することにする。

7…　企業の組織階層制と最適規模

ここでは、ウイリアムソンによる管理能力(統制範閃)という要素が企業規模の制約に働いてお

り、その制約としての統制上の損失を分析の中心に据えるモデルを検討する。

彼は規模の拡大に伴って企業の直面する問題は、より大きな環境と経験の変動に対する蕨高経営

者による調整問題の困堆さの増大と、中間管理者層により行われる情報の伝達と実施方向の形成に

より生ずる累積的誤りとであるという。その様和方法は最高調整者の負担の過剰責任を他者に委譲

して媛和するか、適当な組織の再設計を行ってシステムの情報伝達の必要性を減じる方法とがあり、

前者は処理能力強化戦略と呼ばれ、後者は切断過程と呼ばれているO　この処理能力強化戦略はス

タッフの導入に対応し、切断過程は組織の各部門がより自立的に活動できるようにすることである。

ウイリアムソンは、上記の切断に由来する不完全な調整による経費と、情報伝達に含まれる経費と

をひとまとめにして、 「統制上の損失」と呼んでいる22)

この方向の議論を精密化し、この現象を、 「統制力逓減の法則」としてウイリアムソン以前にま

とめたものに、ダウンズの官僚制の研究があるo　そこでは大規模組織を持つ政府に係る官僚機構に

焦点を当てて検討しているが、官僚制そのものの持つ得失については、大規模法人企業にも妥当す

る分析である_　動機や、目的の多様性、さらには官僚の行動様式に"=fcるまで詳細に検討されているo

Lかし、ここでは階層別の拡大に係る点について次のように言及している。すなわち、 「第1に、

誰も大規模組織の行動を十分には統制できない(不完全な統制に関する法則)。第2は、組織が大

規模になるほど、行為に対してトップにいる者によってなされる統制が弱まる(減退する統制に関

する法則)O　第3に、組織が大きくなるほど、その行為の閥の調整が間難になる(減少する調整に

関する法則,23)」。

この統制上の損失を明確化するために、ウイリアムソンは次のことを前提する。即ち、規模の拡

大は階層上、東南調整者が自由にできる資源を増加させる効果を持つが、新たな階7回を付け加える

ことによって、彼の統制の有効性は、定乗数a倍だけ減少する(0<a<l).この統制力の減少は、

階層相互間を情報が伝達される場合や、目標実行行動が伝達される時に損失が生じ、完全な目標の
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伝達…達成がなされないことを意味している。

彼の基本モデルでは次のことが仮定される241。

(1)現業的労働は、穀下層の人々だけが行い、それより上位の人々が管理的な仕事(計画・予

測・監督・会計等)を行う。

(2)産出量Qは生産的投入要素の蛍と比例するO

(3)最下層の従業員に支払われる貸金はW。である。

(4)上司の給料は、彼の下位の階層の給料のベータ倍である(β>I)。

(5)統制範囲(1人の上司が有効に扱える部下の数)は、各階層同　一でSである(S>1),

(6)賃金以外の可変費用は、産出量の一定割合rで表されるO

(7)生産物価格Pと生産要菜価格W(.は、パラメーターであるO

(8)下位の人々によって有効に実施される上司の意図は、 -一定割合aだけである(0<α<1).

(9)各階層を通過するに従って、統制上の損失は、敢密な意味で、累積的である。

ただし、他の記号を次のように定義している。

Ni-i番目の階層の従業員数=司~1、 n-階層の数(決定変数)、wi-i番Elの階層の従業員の賃金

-W。βn~i、 (o>1)、 Q-1人当たりの産出量、稔産出童-Q (αs)n"-、 R-全収益-pQ、 C=全可変

費用-∑:wiNi+rQ、 Q-1が仮定されるO　目的は純収益を最大にするような(階層数、企業の規模

を示す) nの値を見出すことにあるとするO

まず利潤関数は次式となる

R- C-PQ-∑wiN卜rQ

各変数を代人して次式を得る。

R-C-P(ffs)n-1-wl)sV(S-β) -r(αS)n"

(18)

(19)

これをnに関して微分して、ゼロとおくと、 nの最適値を得ることができるo

n* - l + l/lntfanw/(p-r) +tos/(s-」) +lii(lns/ln(ffs) ) J (20)

ただし、 Inは自然対数を示すO

ウイリアムソンによれば、このようなモデルから得られる帰結は、特に、 (20)式の右辺の検討

から明らかになる。内部効率αが高まれば、最適なn*は上昇する　a-¥で階層間の漏れのないと

きには、 n*は無限大となるC　そのときには、生産物需要曲線の逓減と労働力供給曲線の逓増のみ

が限界を与えるO　賃金と賃金以外のtlf変費用(単位当たり)を除いた正味価格との比率が上昇する

ほどn*は減少するO　賃金の高いときにはn*は減少し、低いときには増大する。統制範囲(S)が

増大すれば、 n*は上昇するO　また貸金乗数βが上昇するにつれn*は減少するO　ここまではウイリ

アムソンの指摘のとおりである0
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さて、この基本モデルにおいて注目すべきことは、組織階闘モデルとしては、現場労働力の規模

(人数)に依存した生産量の決定プロセスが仮定されている。さらには、現代の大規模法人企業の

特徴として、ガルブレイスのテクノストラクチャーの構造を持つ企業組織を想起すると、現場より

上層の階層における管理階層としての機能の- ・括的な取り扱いについても、典型的組織構造として

適用可能なモデルであると言えるo　それゆえ、階層数の多くが管理階層の規模を対象としており、

階層数:n*-i)は管理効率としての内部効率パラメーターα、あるいはその他の変数にも制約さ

れることがわかる。最適なn*の値は、所与の条件のドで、依然として利潤最大化条件が前提とさ

れており、企業が利潤極大化行動から承擬する現象を考察するには不十分であり、その点は工夫を

安すると思われる。しかしながら、階柄構造の持つ非効率性(統制上の損失)に焦点を当て、諸条

件の所与の下で、相対的な企業効率水準の比戟検討には十分に利用可能であると推察されるO

まず、 (19)式によって提示される利潤関数に関して条件を提示した上で分析する(19)式が利潤

関数であることから、上位の階岡の吉岡が1つ下位の階層によって達成される情報伝達効率を示す

統制上の損失係数a、上司が監督可能な部下の人数である統制範閉S、最適規模n*等の変数間にお

いて、利潤水準を所与とした時の変数間の相互的な代替、補完の関係を確認する。単純化のために、

最大利潤ゼロを均衡水準と想定するC　この条件の下で、 (19)式は次式となるO

R-C-P(αs)""1-W。sVCs-β　-riαS)n '-0

-(P-r)　　~　蝣wusn/(s-β) -0 (21)

この式はαに関する(n-1)次関数である。 α、 β、 Sの定義域は0<α<1,であり、 β>1、であ

り、 S>1、とする。 (21)式を下記の(22)式のごとく変形することができるO

w。/(p-r) -ff""1・(s一β)/S (22)

ここで、左辺は貸金wo、生産物価格p、単位鞭用r、であり、これらはいずれもパラメーターと

して提示されている。そこで、右辺の式をαとSのみを変数とみて、全微分してゼロとすると次

式となる。

d〔W。/(p-r)〕- (n-1)ff""2- da+an　…β/S2 … ds-O　　(23)

このことから、次式が成立する。

ds/da-α　(-β)/(n-1V-2 - s2<o (24)

この式の符号は負である。このことから、収支均衡条件が維持されているときに、統制上の損失

の改善、すなわち1に接近するように改酋するときに、統制範閃Sは増大しうることになる。すな

わち組織は水平的に拡大して、その労働力の増大により生じる賃金と可変幣用の増大は十分に回収

できることになる。
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さらに、 (22)式を、 α、 n、 Sに関して全微分して、ゼロとおき,その式から、 ds-0、と仮定し

たときの効果をみると次式となる。

dn/dff - (n- Da/In,α>0

さらに、 da=Oと仮定して変形すると、次式となるo

dn/ds- - (n-1)/(αh〟)<0

(25)

(26)

(25)式からは統制上の損失aの改者は階層規模nを拡大できることになる。さらに、 (26)式か

ら統制範囲Sが増大することにより、階層規模nを縮小できることになるo

上述の考察から、収支均衡条件を維持するためにはα、 S、 n、の間に上述の関係が必要であるこ

とが明らかになったo　また、それらの符号条件はすでに満たされていることが確認されたo収支均

衡以外のたとえば最低利潤制約でも同様である。

これらのことから、企業組織の階層構造が持つ特徴が明らかになったと言えるO　さらに、この分

析においては、マンゼンとダウンズの分析では、トップ-ミドル-ロワb-生産労働者という4層

からなる企業を想定しているので、実は4層の各階層間の上意の下達されるときの、意図が実現さ

れる水準は単純なαで表されるものではなく、個々の管理者がどのような動桟を持っているのか

が指摘されていたo上位階層になるほど動機は効率改善に促進的であるが、下位階層になるに従っ

て抑制的になると推察されるo　さらには現場労働者の動機は時間給等の賃金率に主に依存するとす

れば、もはや、 αが一一定という上記の分析以上に、実際にはさらに統制上の損失の率は増大し、ま

さに限界統制効率の逓減が生じ、その上、近年言われているような、派遣従業員を現場労働力とし

て多く採用することにより、現場の直接労働の技能不足による生産性が低下している。これは逆に

いえば、一定の水準の生産性を維持するためには生産における可変的単位費用の増大を不可避とす

ることが推察される。

しかしながら、 ICT技術及び、それを企業の管理に適用した管理技術の急速な発展によって統制

上の損失αは大幅に改善されてきていると言える。その結果として管理職の統制範囲Sは拡大し

ていると推察されるO　その帰結は、収支均衡を維持するとすれば、統制範圃Sの拡大と、階層規模

nの縮小が生じることによって、企業組織はフラット化がより支配的になり、そのような組織構造

への再編成が導入されるほど企業の全体的効率を改善することが可能となるO　それらのことはすべ

て上記の分析より支持されるところであるO　しかしながら、従業員の持つ動機構造はまたもう1つ

の課題であるし　昇進機会が少なくなったために、人事の上昇志向は沈滞し、組織の活力が失われる

可能性も生じていると懸念されているO　そのような、組織のフラット化に対応した組織構造は、こ

れまでのような官僚的な命令に基づく生産プロセスではなく、ある意味で、従業員間、部門間の横

の関係改善によるチームとして一丸となって生産を行う状況に係る額域になる。それについては今

後の課題である。
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次には階層構造の分析の中に、さらに企業組織の機能別粗放間を包含した企業の階層構造につい

て検討する。

8.企業の情報構造と動機構造の有効性

企業の階層構造に関するネットワークの効率性、及び情報、動枚の構造についての研究について

は、ラドナー(Radner,R.)の1992年の論文があるOそこでは、 「大企業に関する組織とマネジメ

ントにおけるヒエラルキーの経済的意義は何か?25)J　という質問に焦点を:-"jてて、検討しているo

以トでは、まず、ラドナー、青木昌彦等のランク・ヒエラルキー分析等を考察し、そこにおける

ネットワーク効率性の基準について検討するO

重症的ヒエラルキー構造の効率性を企業組織のレベルで考察したラドナーの研究の中で利用され

ているツリー構造を利用したヒエラルキー組織の分析はウイリアムソンによる企業の階層構造に関

する分析をさらに詳細に分析するための視瓜を提供していると言える。まず、企業の情報処理を効

率化するために、ヒエラルキー構造に分権化するOそれは異なる情報変数に基づいて異なる決定が

行われるという意味での情報の分権化が設計される。この情報の流れに関して、丁度、トップ管理

層からツTJ- (tree)構造をとる連結グラフとして、根付きのツリー構造と見る。最下層を現場労

働力とみれば、前節のマンゼンとダウンズの階層分析に対して中間管理職が1層追加されていると

見ることができる。また、ウイリアムソンの階層モデルにおける階層数m=5層であると見ること

も可能であるO　ラドナーは図表9で例示するo

図表9　ランク…ヒエラルキ-

出所: Radner [1992, p.1395]

このとき、ラドナーにおいては叔下層の項目が40個あり処理項Elのサイクル数は最下層では5、

第1ランクで2が加わり7、第2ランクで2が加わり9、第3ランクで2が加わり11であるこ　これ

をonとするQ　その上に、 ⊂)で示されているのが、情報処理者あるいは情報処理装置に対応し、
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処理を縫てさらに上部に向かって情報が流れるO　このとき、各ランクの処理者は処理能力、すなわ

ち統制範囲を5と設定しているが、図表9では下位の従属者が2人配属されている0　第1ランクの

処理者が8人、第2ランクのそれが4人、第3ランクのそれが2人、第4ランクが1人の、全体で

16人の処理者が配置されているO　これをP-16とする。この構造において、 (P,C)の組み合わせ

が1つ決まり、これが当初のヒエラルキー構造となるo　ランクは各頂点(vertex)の結節点の階層

段階であり、各処理者には2人の下位の処理者が従属しているo

これを企業組織や官僚組織のヒエラルキーと見たとき、その効率性を諸種の環境指標から意思決

定へ変換する際に、たとえば、会計情報の横算のように、線形の決定ルールを仮定し、さらには情

報のパターンにおけるマッチングによりもっとも近接性を持つ条件を選択して、それに対応した適

切な意思決定をすることになるO　このとき、情報処理者の数と処理のサイクルの数を可能な限り削

減して、たとえば、当初のペア　(P,C)=(16,ll)であるが、図表10-Cにおいてはペア　(P,

C)-(7,ll)が実現できており、これ以上は削減できないため、もっとも効率的なヒエラルキーと

する。すなわち情報処理サイクルC-llというのは、各ランクにおいて累横的に処理がなされ、

合計すると11回の処理サイクルが同時に実施されていることを意味するo　このようなことが実現

できたのは各情報処理者が並列処理が可能であったこと、すなわち各情報自体に関しても互いにあ

る程度の独立性を保持しているときに分担処理が可能であり、これを各情報が分権構造を持つとい

い、そのときに初めて効率的な情報処理が可能となる。情報項E]が極めて大きい場合には、 PとC

がトレード・オフ関係を持つこともありうるが、それは並列処理ができず、単線的な処理しかでき

ないときに生じるとみる。

このラドナーによる情報処理の効率性分析を企業の部門別のたとえば、製造部門、販売部Pl、管

理部Plなどの機能別組織を想定したときにその組織階層別の特徴を考察するO　図表9が典型的な組

織構造とするとき、実際には統制範囲S-5であり、実質的には処理能力に余力があるときには、

その組織構造を、例えば、国表10-Cのごとく、情報の処理システムを複数集めて集約し、効率

を達成することが可能である。国表10-Cのいちばん左の項EI部分では、直接トップ経営陣に情

報が報告されて、処理されるシステムが取り入れられている=　このようなものはAT&Tでは「階

層越え報告(skip-levelrepo血Ig)」と呼ばれているという。しかしあまり広範には広がっていない

というO　このような事態に相当するのは、例外的事態が生じたときの規定に基づいて、現場から直

接的にトップに報告がなされて直ちに決済がなされるような緊急事態の事例が当てはまると思われ

るO危橡管理情報がこのような現場からトノブへの直接報告という形をとることが多いと推察され

るC　このような危機管理システムの必要性も図表10-Cから読み取ることが可能であるC　また、

あるいは季節的に例えば企業の新入社員に係るような時期が4月に集中するような情報の処理につ

いては図表10-Cの左から3番目の項目が2人の処理者に密接に係わっているように、処理部門

同士の協力関係も対処の1つである。そのように、通常の情報の流れが国表9のごとく、比較的分

散的な処理によって行われるのに対して、時期的な情報処理の重要性に鑑み、図表10-Cのよう
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E強表10　削減後の正則ヒエラルキー

図a

出所: Radner [1992, p.1396]
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な処理システムを構築しておくことが有効となると推察される。

9.結びに代えて

これらの情報構造の集権制と分権制の議論に加えて、意思決定権限に関する集権制と分権制の組

織構築の形式を組み合わせるならば、青木昌彦の指摘する、アメリカ型組織構造(A企業;垂直的

情報構造と意思決定の集権制の組み合わせ)とEL本型組織構造O企業;水平的情報構造と意思決

定の分権制)の組み合わせに関する階層構造の特徴を見出す分析に通じる26)

このような水平的情報分権構造と意思決定権限の水平的分権構造が同時に生じているのが日本的

企業組織の階層構造の特徴であるとすると、問題は情報処理者の意図が下位レベルの情報処理者に

適切に伝達・実行されるかどうかというところに問題の所在があることがわかる。さらには、上司

と部下の間の関係は、本人-代理人関係(principal-agency problem)が企業内で典型的に生じると

推察されるので、上司が部下の行動や選好に関する詳細な情報をいかに接待しうるかという課題が

生じる。通常、上司は部下の情報を不完全にしか把握しておらず、階層組織による企業活動の実施

には常に意図されたこととは異なる結果が生じるリスクを伴うことになる。このようなリスクに対

処することは上司の危機管理の1つにもなりうる。

さらに垂直的ネットワークあるいは水平的ネットワークに関連して、官僚制の典型である官僚機

構の非効率を改善するために広範な民営化を取り入れることに関する課題271、あるいは市場ネット

ワークの活用によって効率を改善しうる側面28㌧　等についても多くの課題が残されているo

【注】

ll Leibenstein (1966).

2>　Shelton (1967).

3' Veblen (1904)、邦訳139頁。

4>　Berle蝣Means (1932)、邦訳74頁。

51 Lamer (1963).
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